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内
訳

市の財源を確保するため、市民税の賦課を行う。

引き続き市民税の課税客体の正確な把握に努め、適正な賦課を行う。
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法令に則した適正な賦課を行う。
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個人市民税の賦課を行う。
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直営 昭和47年度以前 地方税法　

納税義務者（個人）　約50,000人

引き続き個人市民税の課税客体の正確な把握に努め、適正な賦課を行う。
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事業：市民税賦課事業                                

市内に住所を有する個人や、市内に事業所を有する法人等に対し、各種課税資料等を基に市民税の適正・公平な

賦課を実施した。 

１．個人市民税 

市内に住所を有する個人、市内に事務所、事業所または家屋敷を有する個人で、市内に住所を有しない個人に対

し、市民税申告書や給与支払報告書等の各種課税資料を基に個人市民税の賦課を行った。 

また、課税資料における扶養状況の確認や内容調査の実施や、課税資料の提出がなく、所得状況の把握ができな

い未申告者に対して申告を促すなど、個人市民税の適正・公平な賦課に努めた。 

２．法人市民税 

 法人市民税は、市内に事業所・事務所または寮等を持っている法人（会社など）にかかる税金で、法人の従業員数

や資本等の金額に応じて負担する均等割と法人の所得に応じて負担する法人税割がある。 

 各種の申告、国・府の課税資料との照合や、無申告法人の調査等を行い、法人市民税の適正・公平な賦課に努め

た。 

 

細事業：個人市民税賦課事業                             

１．個人市民税（平成２５年度 現年課税分調定額 5,832,433千円） 

 市内居住者等に対し、各種課税資料を基に個人市民税の適正・公平な賦課を実施した。 

(1)平成 25年度個人市民税納税義務者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※普通徴収 … 納税義務者に直接納税通知書を交付し、税金を徴収する方法 

     ※特別徴収 … 給与支払者や年金事業者により、給与年金等から税金を差し引きして徴収する方法 

     ※均等割   … 所得金額がある一定以上の人に一律の額が課税される税金 

     ※所得割   … 課税所得に比例して課税される税金 

 

徴収区分 納税義務者の区分 義務者数 構成比(％) 

普通徴収※ 

均等割※のみを納める者 2,131 4.2 

所得割※のみを納める者 0 0.0 

均等割と所得割を納める者 16,010 31.8 

計 18,141 36.0 

特別徴収※ 

均等割のみを納める者 1,399 2.8 

所得割のみを納める者 0 0.0 

均等割と所得割を納める者 30,865 61.2 

計 32,264 64.0 

合 計 

均等割のみを納める者 3,530 7.0 

所得割のみを納める者 0 0.0 

均等割と所得割を納める者 46,875 93.0 

計 50,405 100.0 


